
Ⅰ はじめに

韓国における女性の年齢別労働力率は、「経済

活動人口調査（EconomicallyActivePopulation

Survey）」によると、日本と同様にM字型曲線で表

すことができる。これは女性の労働供給がある

年齢層で急激に下がることを表わしており、こ

の中には働く意欲がありながらも労働市場の環

境により就業継続できず育児への専念を余儀な

くされる女性も存在し得る。具体的には、2006

年の韓国の「社会統計調査」によると、有配偶女

性の就業継続を阻害する要因として育児負担を

挙げる女性は71.2％である。この育児負担には

金銭・肉体・精神的なものに加え、時間的な負

担も含まれるが、特に子どもを育てるにあたっ

て一番手がかかる就学前（6歳未満）の子どもを持

つ女性にかなり大きいと考えられる。

就学前（6歳未満）の子どもを持つ有配偶女性の

就業を補助する制度として考えられるのは保育

制度である。しかし、保育施設に子どもを預け

る費用が母親の得られる収入より高ければ就業

は抑制されるであろう。よって、本研究では、

保育費用が就学前の子どもを持つ有配偶女性の

就業に与える影響について分析を行う。

韓国の保育1）には、親自身の子育てに加え、保

育所や幼稚園の施設による保育（center-based

childcare）、親族による保育（relative-basedchild

care）、ベビーシッターなどによる家庭保育（home-

basedchildcare）等のさまざまな種類があるが、

本研究では保育所と幼稚園による保育に焦点を

当てた分析を行う2）。

韓国の保育制度は「セロマジプラン20103）」に沿

い、量的な拡大を図り現在も進行中であるが、

特に公立保育所の供給不足が目立ち、公立の保

育所に入所するためのソウル市の待機児童数は

定員の2倍に達しているとされる（Ohmynews

2009）。

保育にかかる費用は、保育施設が公立か私立

かと、子どもの年齢によって決まるが4）、定時を

超える場合は時間当たりの追加料金が発生する。

公立・私立を問わず幼稚園・保育所を利用する

家計は、所得制限があるものの世帯所得に応じ

た金額を直接政府から補助してもらう仕組みと

なっている5）。

また、保育所への入所は就業している母親を

支援するという目的も含まれており、日本のよ

うに就業している母親の子どもを優先するとい

う条件が設けられている6）。しかし、母親の就業

は所得認定額の上昇により就業が抑制される恐

れもある。

一般的に就学前の子どもを持つ女性は、子ど

もを預けるところがなければ、当然仕事にもい

けないはずであり、利用可能な保育施設に合わ

せて、就業形態（正規職、非正規職、無業）を調

節するという面がある。これは保育と女性の就

業の間に内生性を持つ可能性を示唆しており、
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本研究は以上のことを考慮して保育費用が有配

偶女性の就業に与える影響を就業形態別に分析

し、有効な政策的対応についての示唆を得るこ

とを目的とする。

Ⅱ 先行研究

保育費用と女性の就業の関係に関する研究は、

1990年代に欧米で盛んに行われており、豊富な

研究が蓄積されている。保育費用と女性の就業

の関係を最初にモデル化したのは、Heckman

（1974）の研究である。しかしながら、Heckman

（1974）の研究は保育費用が女性の就業に与える

影響を直接推定していない。保育費用を直接推

定したのはConnelly（1992）とRibar（1992）の研究

で、両研究は余暇と労働時間に子どもの面倒を

見る時間が含まれたモデルを用い直接に保育費

用と女性の就業の関係を推定した。各々カナダ

とアメリカの分析を行い、両研究とも保育費用

は母親の就業に負の影響を与える結果を得てい

る。日本に関しては大石（2003）と清水谷・野口

（2004）の研究が挙げられ、いずれも保育料と母

親の就業は負の関係であることが示されている。

しかし、母親の就業形態により保育費用の影

響も異なる可能性を考慮したPowell（1998）は、

カナダのデータを用い、就業形態にかかわらず

保育費用は母親の就業に負の影響を与えるもの

の、その減少効果はパートよりフルタイムの母

親の方が大きいことを示した。ConnellyandKim-

mel（2003）はアメリカのデータを用いて分析を行

い、Powell（1998）と同様な結果を得ている。

保育費用に関する韓国の研究は多くはないが、

代表的なものとしてKimH.S.（2005）とKimJ.K.

（2005）の研究が挙げられる。KimJ.K.（2005）は保

育施設別の利用確率について分析を行い、保育

料が母親の就業に与える影響は分析していない。

一方、KimH.S.（2005）は母親の就業と保育との

内生性を考慮に入れた分析を行い、保育料と母

親の就業が負の関係であることがわかったが、

全体のサンプルでは有意な関係が見られず、就

業形態別の結果は負の有意な結果を示した。そ

して、その減少効果はパートよりフルタイムの

方が大きいことがわかった。

以上の先行研究では母親の就業に対する保育

料の弾力性を導き出しているが、欧米の研究は

－0.09から－0.92の範囲に分布している。就業形

態別にみると、Powell（1998）はフルタイムが

－0.71、パートが－0.21、ConnellyandKimmel

（2003）は各々－0.75、－0.09になっている。日本

の研究は、就業形態別に弾力性を計算している

研究は見当たらないが、大石（2003）は－0.63、

清水谷・野口（2004）は－0.23になっている。韓国

のKimH.S.（2005）は、全体で－0.04、フルタイム

が－0.69、パートが－0.59という値になっている。

Ⅲ 分析モデル

分析モデルは母親の就業有無を被説明変数と

したプロビットモデルによる推定と、就業形態

（正規職、非正規職、無業）を被説明変数とした

多項ロジットモデル（multinomiallogit）による推

定である。

（1）

（2）

（1）式と（2）式は、各々一般的なプロビットモデ
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ルと多項ロジットモデルを表わし、本分析の構

造式である。Lは母親の就業有無を表わし、W

は賃金率、Pcは子どもを保育所や幼稚園に預け

た場合の1時間あたりの費用、Kは説明変数であ

る。Yiは母親の就業形態であり、m個の選択肢

の中で、選択したのがjである。すなわち、就業

形態には正規職で就業をしているか、非正規職

で就業をしているか、もしくは無業のいずれか

を表す。Zは選択したjに影響を与える説明変数

を表わし、その他の変数は上述した通りである。

ここで注意すべきことは、冒頭にも触れたよ

うに保育と母親の就業とは内生性を持っており、

これを考慮に入れた分析を行う必要があるとい

うことである。すなわち、（1）式と（2）式の賃金

率と保育料が誤差項と相関していることであり、

これを修正する推定を行う必要がある。

そのため、次のような就業に関する誘導型

（reducedform）を考える、

（3）

（4）

ここで、MとNは観察される要因を表し、vwはvp

観察されない要因を表す。（3）式と（4）式は各々

就業有無と賃金率を被説明変数とするHeckman

（1976）による2段階推定と、保育利用有無と保育

料を被説明変数とした2段階推定を行い、賃金率

の推計値と保育料の推計値を計算して（1）式と（2）

式に導入する。

Ⅳ データおよび変数

本研究は韓国女性政策研究院（KoreanWomen's

DevelopmentInstitute）が2007年から実施している

「韓国女性家族パネル調査（KoreanLongitudinal

SurveyofWomen&Family:KLoWF）」のうち、

2008年度の第1回調査データを用いる。分析対象

は1歳から7歳7）の就学していない子どもを持ち、

就業している場合は賃金労働をしている有配偶

女性に限定した8）。

構造式の被説明変数は母親の就業有無と就業

形態（正規職、非正規職、無業）であり、誘導型

の被説明変数は、賃金関数の場合（3式）、母親の

労働参加と賃金率で、保育費用関数の場合（4式）、

保育の利用有無と保育料である。保育料は1か月

の費用を1か月の利用時間で割った値、すなわち

1時間あたり費用を用いる。そして、母親の就業

形態は常勤を正規職、臨時・日雇いなどを非正

規職にした。

表1は子どもの年齢、母親の就業有無・就業形

態からみた保育施設に子どもを預けている就学

前の子どもを持つ有配偶女性の割合を表してい

る。全体でみると、1歳～3歳は利用しない割合

が約9割、4歳～7歳は利用する割合が約8割であ

り、就業有無により若干差があるが、それほど

大きな差は見られない。そして、就業形態別に

みると、非正規職の母親が正規職の母親より保

育所に子どもを預ける傾向があるが、この理由

として満0歳～2歳の子どもを持つ正規職の母親

は、本人か夫の親に子どもを預ける傾向が多く

見られるからであると考えられる（Yu20049））。

表2は母親の就業形態、子どもの年齢別にみた

保育費用の支出額であるが、1歳～3歳の子ども

を持ち、かつ就業をしている母親の保育費用の

支出額が高く、正規職の方が非正規職より支出

額が高い傾向であることが見て取れる10）。

家計内に使用可能な経済的資源が大きいほど、

子どもに対する支出なども大きくなると考えら

れるが、それを表したのが表3である。世帯所得

が大きいほど保育に支出する金額は多くなり、

無業より有業、非正規職より正規職の支出が高

い傾向を示している。
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次に、本研究の回帰分析モデルに用いる説明

変数の記述統計量は表4に表している。就業をし

ていない母親の賃金率は観察されないため、そ

の推計値を用いる。また、保育所に子どもを預

けていない世帯の保育料も観察されないため、

その推計値を用いる。保育料の支出額の大きさ

は、正規職＞無業＞非正規職の順になっている。

これは世帯の経済状況にかかわると考えられる

が、後にみる母親の非勤労所得、金融資産と負

債から考えることができる。各々の純資産をみ

ると無業＞正規職＞非正規職になっており、こ

れに母親の非勤労所得と正規職の母親は継続的

な収入を得られることを考慮すると上述した保

育料の支出額の大きさになると考えられる。

母親以外の世帯所得は非勤労所得という意味

で、世帯所得から母親の収入を引いて算出した。

もしその所得が高ければ就業をしなくなる傾向

があると考えられるが、やはり就業していない

母親の非勤労所得が最も高いことが見て取れる。

そして、母親の基本的な属性として用いるのは、

年齢、教育年数、健康状態11）である。健康状態

の変数は、健康状態が悪ければ子どもの面倒も

見ることができないと考えられるため、Connelly

andKimmel（2003）に従い保育料推定では、保育

利用有無関数と保育料関数を識別するための操

作変数（instrumentalvariable）として用いる。
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資料：2008年度の「女性家族パネル調査（KLoWF）」より算出．

表1 子どもの年齢，母親の就業有無・就業形態からみた保育施設に子どもを預けている

女性の割合（％）：就学前の子どもを持つ有配偶女性，2007年

全体 有業 無業

1歳～3歳 4歳～7歳 1歳～3歳 4歳～7歳 1歳～3歳 4歳～7歳

利用有無 （N＝783） （N＝1,105） （N＝103） （N＝178） （N＝680） （N＝927）

利用する 12.0 79.9 91.0 10.3 77.8 18.5

利用しない 88.0 20.1 9.0 89.7 22.2 81.5

正規職 非正規職

1歳～3歳 4歳～7歳 1歳～3歳 4歳～7歳

利用有無 （N＝81） （N＝93） （N＝22） （N＝85）

利用する 18.5 91.4 40.9 90.6

利用しない 81.5 8.6 59.1 94

表2 母親の就業形態，子どもの年齢別にみた保育費用の支出額（ウォン，％）：

就学前の子どもを持つ有配偶女性，2007年

資料：2008年度の「女性家族パネル調査（KLoWF）」より算出．

全体 有業 無業

1歳～3歳 4歳～7歳 1歳～3歳 4歳～7歳 1歳～3歳 4歳～7歳

保育費用 （N＝94） （N＝883） （N＝24） （N＝162） （N＝70） （N＝721）

10万未満 27.7 24.1 12.5 27.2 32.9 23.4

10万～20万未満 24.5 31.3 20.8 23.5 25.7 33.0

20万～30万未満 29.8 35.7 29.2 39.5 30.0 34.8

30万以上 18.1 9.0 37.5 9.9 11.4 8.7

正規職 非正規職

1歳～3歳 4歳～7歳 1歳～3歳 4歳～7歳

保育費用 （N＝15） （N＝85） （N＝9） （N＝77）

10万未満 6.7 22.4 22.2 32.5

10万～20万未満 26.7 17.7 11.1 29.9

20万～30万未満 33.3 44.7 22.2 33.8

30万以上 33.3 15.3 44.4 3.9



前述したように韓国は、主に母親が家事など

の家庭内労働を行うことが多く、父親の家事分

担は時間制約緩和にも影響を与えるため、父親

の家事時間が長いほど母親の就業確率も高くな

ると考えられる。そこで、母親以外の所得、父

親の家事時間12）、3世代同居、年齢別の子ども数、

そして次に説明する資産・負債変数を就業選択

と賃金関数を識別するための操作変数として用

いる。また、父親の家事時間は保育を利用する

確率に影響を与えると考えられるため、保育料

推定の操作変数としても用いる。

また、資産や負債なども家計内の経済的資源

であるため、就業確率に影響を与える変数であ

ると考えられる。すなわち、資産が大きいほど

就業確率は下がり、負債が大きいほど就業確率

は上がると考えられる。本分析では金融資産を

資産変数として用いる。記述統計量をみると、

正規職の方は資産が大きく負債が小さい反面、

非正規職は資産が小さく負債が大きい傾向が見

られる。

韓国の行政区域は、大きく分けると、1つの特

別市、6つの広域市、8つの道（ド、日本の県に相

当）、1つの特別自治島に分けられる。本研究は

居住地としてソウル、ソウル以外の広域市、京

畿道の非広域市、それ以外の非広域市の4つに分

けて分析に用いる。ここでソウル以外の広域市

は大都市を意味し、京畿道（Gyeonggi-do）はソウ

ル周辺が含まれており、京畿道の非広域市は京

畿道に位置する都市を表している。それ以外の

非広域市・道は京畿道以外にある道を表す。特

別自治島の済州島はそれ以外の非広域市・道に

属する。

地域背景変数として、失業率、保育児童と保

育先生の比、1級保育先生の数、2級保育先生の

数を用いる。労働市場は売り手である個人と買

い手である企業が存在し、個人の就業意欲があ

ろうとも企業の求人がなければ働けない。これ

をコントロールするために失業率を説明変数に
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資料：2008年度の「女性家族パネル調査（KLoWF）」より算出．

表3 世帯所得，母親の就業有無・就業形態からみた保育費用の支出額（ウォン，％）：

就学前の子どもを持つ有配偶女性，2007年

世帯所得

200万未満 200万～300万未満 300万～400万未満 400万以上

全体 全体 全体 全体

保育費用 （N＝160） （N＝361） （N＝247） （N＝209）

10万未満 51.9 27.2 15.4 9.6

10万～20万未満 25.0 40.2 25.5 24.4

20万～30万未満 20.6 28.3 48.6 42.1

30万以上 2.5 4.4 10.5 23.9

有業 無業 有業 無業 有業 無業 有業 無業

（N＝16）（N＝144）（N＝59）（N＝302）（N＝46）（N＝201）（N＝65）（N＝144）

10万未満 50.0 52.1 42.4 24.2 21.7 13.9 6.2 11.1

10万～20万未満 31.3 24.3 33.9 41.4 21.7 26.4 12.3 29.9

20万～30万未満 18.8 20.8 22.0 29.5 45.7 49.3 52.3 37.5

30万以上 0.0 2.8 1.7 5.0 10.9 10.5 29.2 21.5

正規職 非正規職 正規職 非正規職 正規職 非正規職 正規職 非正規職

（N＝2）（N＝14） （N＝26）（N＝33） （N＝28）（N＝18） （N＝44）（N＝21）

10万未満 0.0 57.1 46.2 39.4 21.4 22.2 4.6 9.5

10万～20万未満 100.0 21.4 26.9 39.4 21.4 22.2 9.1 19.1

20万～30万未満 0.0 21.4 23.1 21.2 39.3 55.6 59.1 38.1

30万以上 0.0 0.0 3.9 0.0 17.9 0.0 27.3 33.3
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イ
ズ
は
1,
88
8で
あ
る
．

4）
†
…
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
変
数
．

資
料
：
20
08
年
度
の「
女
性
家
族
パ
ネ
ル
調
査（
K
L
oW
F
）」
よ
り
算
出
．

表
4
賃
金
，
保
育
料
，
就
業
有
無
の
回
帰
分
析
モ
デ
ル
に
用
い
る
説
明
変
数
の
記
述
統
計
量
：
就
学
前
の
子
ど
も
を
持
つ
有
配
偶
女
性
，
20
07
年

全
体

無
業

有
業

正
規
職
・
非
正
規
職

正
規
職

非
正
規
職

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

賃
金
率（
対
数
）

8.
88
8
（
0.
67
6）

-
-

8.
88
8
（
0.
67
6）

9.
12
6
（
0.
47
0）

8.
50
1
（
0.
77
6）

賃
金
率
の
推
計
値

8.
92
5
（
0.
29
9）

8.
91
3
（
0.
29
3）

8.
99
2
（
0.
32
3）

9.
06
1
（
0.
27
5）

8.
88
0
（
0.
36
2）

保
育
料（
万
ウ
ォ
ン
）

0.
72
2
（
0.
75
1）

0.
73
7
（
0.
74
9）

0.
66
1
（
0.
76
1）

0.
77
3
（
0.
96
6）

0.
53
1
（
0.
37
7）

保
育
料
の
推
計
値

0.
93
8
（
0.
62
9）

0.
94
9
（
0.
61
4）

0.
87
5
（
0.
71
2）

0.
99
9
（
0.
80
6）

0.
67
2
（
0.
46
1）

母
親
以
外
の
世
帯
所
得（
先
月
，
百
万
ウ
ォ
ン
）

2.
74
5
（
2.
01
7）

2.
83
4
（
2.
01
5）

2.
23
7
（
1.
95
5）

2.
09
4
（
1.
47
7）

2.
46
9
（
2.
53
9）

母
親
の
属
性

年
齢

34
.1
32

（
4.
19
6）

34
.0
49

（
4.
22
2）

34
.6
12

（
4.
01
5）

33
.7
41

（
3.
90
9）

36
.0
28

（
3.
79
0）

教
育
年
数

6.
57
2
（
1.
30
0）

6.
50
5
（
1.
28
4）

6.
95
0
（
1.
33
3）

7.
20
7
（
1.
19
9）

6.
53
3
（
1.
43
6）

健
康
状
態（
健
康
＝
1）

0.
94
4
（
0.
22
9）

0.
94
2
（
0.
23
5）

0.
96
1
（
0.
19
4）

0.
97
1
（
0.
16
8）

0.
94
4
（
0.
23
1）

父
親
の
家
事
時
間

29
.0
58
（
57
.9
40
）

27
.0
39
（
56
.1
94
）

40
.6
05
（
65
.9
92
）

47
.8
74
（
67
.5
21
）

28
.7
85
（
61
.9
30
）

年
齢
別
子
ど
も
有
無

1歳
～
3歳

0.
54
3
（
0.
49
8）

0.
55
8
（
0.
49
7）

0.
46
3
（
0.
49
9）

0.
58
0
（
0.
49
5）

0.
27
1
（
0.
44
7）

4歳
～
7歳

0.
68
9
（
0.
46
3）

0.
68
6
（
0.
46
4）

0.
70
5
（
0.
45
7）

0.
62
6
（
0.
48
5）

0.
83
2
（
0.
37
6）

8歳
～
13
歳

0.
34
2
（
0.
47
5）

0.
33
9
（
0.
47
3）

0.
36
3
（
0.
48
2）

0.
25
9
（
0.
43
9）

0.
53
3
（
0.
50
1）

14
歳
～
19
歳

0.
03
2
（
0.
17
7）

0.
03
3
（
0.
17
9）

0.
02
8
（
0.
16
7）

0.
00
6
（
0.
07
6）

0.
06
5
（
0.
24
8）

3世
代
同
居（
す
る
＝
1）

0.
02
1
（
0.
14
2）

0.
01
7
（
0.
13
1）

0.
03
9
（
0.
19
4）

0.
03
4
（
0.
18
3）

0.
04
7
（
0.
21
2）

世
帯
属
性

金
融
資
産（
1千
万
ウ
ォ
ン
）

1.
51
6
（
2.
41
2）

1.
48
2
（
2.
39
5）

1.
71
2
（
2.
50
0）

1.
82
6
（
2.
58
5）

1.
52
7
（
2.
35
6）

負
債（
1千
万
ウ
ォ
ン
）

1.
78
4
（
4.
01
7）

1.
68
5
（
3.
37
3）

2.
35
1
（
6.
56
4）

2.
01
0
（
3.
86
8）

2.
90
6
（
9.
42
8）

居
住
地

ソ
ウ
ル
†

0.
12
4
（
0.
33
0）

0.
11
6
（
0.
32
1）

0.
17
1
（
0.
37
7）

0.
19
5
（
0.
39
8）

0.
13
1
（
0.
33
9）

ソ
ウ
ル
以
外
の
広
域
市

1）
0.
35
1
（
0.
47
7）

0.
35
8
（
0.
48
0）

0.
31
3
（
0.
46
5）

0.
31
0
（
0.
46
4）

0.
31
8
（
0.
46
8）

京
畿
道
の
非
広
域
市

2）
0.
15
0
（
0.
35
7）

0.
14
9
（
0.
35
7）

0.
15
3
（
0.
36
1）

0.
13
2
（
0.
34
0）

0.
18
7
（
0.
39
2）

そ
れ
以
外
の
非
広
域
市
・
道

0.
37
4
（
0.
48
4）

0.
37
6
（
0.
48
5）

0.
36
3
（
0.
48
2）

0.
36
2
（
0.
48
2）

0.
36
4
（
0.
48
4）

地
域
背
景
変
数

失
業
率

3.
10
0
（
0.
85
0）

3.
09
4
（
0.
84
7）

3.
13
3
（
0.
86
7）

3.
16
1
（
0.
87
2）

3.
08
6
（
0.
86
1）

保
育
児
童
と
保
育
先
生
の
比

22
.8
33

（
1.
27
7）

22
.8
46

（
1.
29
0）

22
.7
59

（
1.
19
9）

22
.6
68

（
1.
24
8）

22
.9
07

（
1.
10
3）

1級
保
育
先
生
の
数（
千
）

6.
51
8
（
4.
96
7）

6.
45
6
（
4.
93
5）

6.
87
2
（
5.
14
1）

6.
83
7
（
5.
03
4）

6.
93
0
（
5.
33
3）

2級
保
育
先
生
の
数（
千
）

6.
91
9
（
6.
83
6）

6.
85
0
（
6.
79
4）

7.
31
1
（
7.
06
9）

7.
22
0
（
6.
88
1）

7.
46
0
（
7.
39
4）

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

1,
88
8

1,
60
7

28
1

17
4

10
7
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注
：
**
…
P
値
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0.
01
，
*…
P
値
＜
0.
05
，
#…
P
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＜
0.
10
，
†
…
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
変
数
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性
家
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よ
り
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表
5
就
業
有
無
・
就
業
形
態
の
回
帰
分
析
モ
デ
ル
に
よ
る
推
定
：
就
学
前
の
子
ど
も
を
持
つ
有
配
偶
女
性
，
20
07
年

就
業
有
無

正
規
職
／
無
業

非
正
規
職
／
無
業

非
正
規
職
／
正
規
職

係
数

標
準
誤
差
限
界
効
果

係
数

標
準
誤
差
限
界
効
果

係
数

標
準
誤
差
限
界
効
果

係
数

標
準
誤
差
限
界
効
果

推
計
賃
金
率

0.
00
1

（
0.
55
7）

0.
00
0

0.
45
8

（
1.
40
3）

0.
02
6

-0
.4
96

（
1.
41
1）

-0
.0
19

-0
.9
54

（
1.
88
5）

-0
.0
20

推
計
保
育
料

-0
.2
07

（
0.
13
5）

-0
.0
42

-0
.1
11

（
0.
22
9）

-0
.0
03

-1
.2
34
**
（
0.
39
2）

-0
.0
47

-1
.1
23
*
（
0.
44
0）

-0
.0
47

母
親
以
外
の
世
帯
所
得

-0
.2
64
**
（
0.
06
2）

-0
.0
53

-0
.8
19
**
（
0.
16
2）

-0
.0
45

-0
.3
02
#
（
0.
15
5）

-0
.0
10

0.
51
7*

（
0.
21
1）

-0
.0
10

母
親
の
属
性

年
齢

0.
02
0#

（
0.
01
2）

0.
00
4

0.
00
6

（
0.
02
7）

0.
00
0

0.
06
8*

（
0.
03
0）

0.
00
3

0.
06
1

（
0.
03
8）

0.
00
3

教
育
年
数

0.
20
7#

（
0.
11
8）

0.
04
2

0.
45
5

（
0.
29
7）

0.
02
5

0.
28
5

（
0.
29
7）

0.
01
0

-0
.1
70

（
0.
39
8）

0.
01
0

健
康
状
態（
健
康
＝
1）

0.
34
1#

（
0.
17
7）

0.
05
7

0.
86
0#

（
0.
47
3）

0.
03
4

0.
41
4

（
0.
44
0）

0.
01
2

-0
.4
47

（
0.
61
9）

0.
01
2

年
齢
別
子
ど
も
有
無

1歳
～
3歳

-0
.4
00
**
（
0.
10
7）

-0
.0
83

-0
.4
47
*
（
0.
22
7）

-0
.0
22

-1
.2
37
**
（
0.
38
1）

-0
.0
50

-0
.7
90
#
（
0.
43
0）

-0
.0
50

4歳
～
7歳

-0
.2
87
*
（
0.
12
3）

-0
.0
62

-0
.3
49

（
0.
25
3）

-0
.0
18

-0
.8
07
#
（
0.
42
9）

-0
.0
35

-0
.4
59

（
0.
48
3）

-0
.0
35

8歳
～
19
歳

-0
.0
66

（
0.
09
3）

-0
.0
13

-0
.2
21

（
0.
21
5）

-0
.0
12

0.
07
4

（
0.
25
3）

0.
00
3

0.
29
5

（
0.
31
9）

0.
00
3

3世
代
同
居（
す
る
＝
1）

0.
73
8*
*
（
0.
21
4）

0.
21
0

0.
96
3*

（
0.
47
5）

0.
06
0

1.
76
9*
*
（
0.
50
1）

0.
13
7

0.
80
6

（
0.
65
6）

0.
13
7

世
帯
属
性

金
融
資
産

0.
05
2*
*
（
0.
01
8）

0.
01
1

0.
13
8*
*
（
0.
03
7）

0.
00
7

0.
06
1

（
0.
04
6）

0.
00
2

-0
.0
77

（
0.
05
4）

0.
00
2

負
債

0.
04
0*
*
（
0.
01
3）

0.
00
8

0.
05
9*

（
0.
02
4）

0.
00
3

0.
06
6*

（
0.
02
7）

0.
00
2

0.
00
7

（
0.
03
2）

0.
00
2

居
住
地

ソ
ウ
ル
†

ソ
ウ
ル
以
外
の
広
域
市

-0
.3
57
*
（
0.
14
9）

-0
.0
68

-0
.6
98
*
（
0.
32
6）

-0
.0
35

-0
.5
99

（
0.
41
9）

-0
.0
20

0.
09
9

（
0.
50
4）

-0
.0
20

京
畿
道
の
非
広
域
市

-0
.1
82

（
0.
21
0）

-0
.0
34

-0
.4
98

（
0.
49
5）

-0
.0
24

-0
.1
02

（
0.
54
6）

-0
.0
03

0.
39
5

（
0.
70
0）

-0
.0
03

そ
れ
以
外
の
非
広
域
市
・
道

-0
.3
14
*
（
0.
14
6）

-0
.0
61

-0
.6
39
*
（
0.
31
1）

-0
.0
32

-0
.6
41

（
0.
39
9）

-0
.0
22

-0
.0
03

（
0.
47
7）

-0
.0
22

定
数
項

-2
.0
85

（
4.
50
1）

-7
71
4
（
11
.3
33
）

0.
04
4
（
11
.3
31
）

7.
75
7
（
15
.1
61
）

L
og
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ik
el
ih
oo
d

-7
20
.6
3

-8
62
.0
6
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導入する。その他、保育児童と保育先生の比、1

級保育先生の数、2級保育先生の数は保育費用を

推定する際に、保育の質をコントロールするた

めの変数として用いる。ただし、失業率と待機

児童数は保育の利用確率に影響を与えると考え

られるため、保育料推定の操作変数としても用

いる。

Ⅴ 分析結果

表5は就業有無と就業形態の分析結果を表して

いるが、左の1列目は就業有無のプロビット分析、

左から2列目～4列目は就業形態の多項ロジット

分析であり、2列目と3列目は無業の母親をベー

スにした結果で、4列目は正規職の母親をベース

にした結果である。

まず、就業有無の推定結果をみると、推計賃

金率と推計保育料の影響は有意ではない13）。こ

れは表1で見られるように、保育を利用する世帯

の約8割が無業の世帯であることが原因であると

考えられる。保育料の影響は有意ではないが保

育料の弾力性を出すと－0.30であり、清水谷・

野口（2004）の－0.23に近いが、KimH.S.（2005）の

－0.04とはかなりの差が見られる。これは本研

究とKimH.S.（2005）の両方とも保育料補助の仕

組みを正確に反映していないことと、KimH.S.

（2005）の研究は資産や負債などの変数がコント

ロールされていないためであると考えられる。

母親以外の世帯所得は予想したとおり、それ

が大きいほど就業確率は低くなるという結果を

示している。健康状態の変数は予想したように、

健康であるほど母親の就業確率は上がる。

年齢別子ども有無を見ると、やはり就学前の

子どもを持つ母親であるほど就業確率は下がる

結果になっている。3世代同居は母親の就業に正

の影響を与える結果が出ている。また、金融資

産と負債は就業確率と正の関係を持っており、

予想とは異なる結果が得られた。この理由とし

て、父親のみならず母親も就業をしているから

金融資産が大きいか、あるいはより金融資産を

貯めたいために就業をするかという、すなわち

内生性の問題が考えられるが、これに関しては

より議論の余地があるであろう。

次に就業形態別の分析結果をみると14）、保育

料の影響は非正規職の方が負の有意な結果を示

しているが、正規職をベースにした非正規職の

結果も有意な負の関係であることを考慮すると、

正規職より非正規職の方が保育料に敏感である

ことが示唆される。正規職と非正規職の就業に

対する保育料の弾力性を計算すると、各々

－0.05、－1.01であり、非正規職の方が保育料に

敏感であることがわかる。この結果は先行研究

と異なる結果である。この理由として考えられ

るのは、先行研究は労働時間を基準としてフル

タイムとパートタイムに分類したが、同様の時

間を働いても正規職か非正規職かにより給料が

異なる韓国労働市場の現状が考慮されていない

からであると考えられる15）。

年齢別子ども有無は、就業形態にかかわらず1

歳～3歳の子どもを持つ母親の就業確率を有意に

減少させる結果を示している。3世代同居はすべ

ての推定で有意に正の影響を与えている。正規

職で就業している母親の場合、金融資産と負債

は就業有無の推定と同様な結果を示しているが、

非正規職の方は負債が大きいほど就業確率が高

いことが見て取れる。

Ⅵ まとめおよび政策的なインプリケーション

本研究は韓国の「女性家族パネル調査」を用い

て、保育施設に子どもを預けている保育費用が

就学前の子どもを持つ母親の就業に与える影響

について分析を行った。分析からわかったこと

をまとめると、韓国の保育は主に4歳～7歳の子
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どもを持つ母親が利用する傾向があり、保育料

の影響は非正規職の母親に有意な影響を与える

ことがわかった。そして、非正規職で就業して

いる母親の就業確率は、負債が大きいほど上が

ることが示された。

このような結果を踏まえて保育政策の政策的

インプリケーションを考えると、保育料補助は

非正規職の母親により焦点を当てる必要がある

と考えられる。それに伴い、保育料を下げるた

めの政策も必要であり、保育料が安い公立の割

合を高めて費用を下げることも考えられる。

また、1歳～3歳の子どもを持つ母親の就業確

率がかなり低くなるため、その対策も必要であ

るが、「保育所にいつ子どもを預ける予定か」に

関する調査をみると、0歳の子どもを持つ母親は、

2年後以上および預けないという答えが8割に達

し、1歳の子どもを持つ母親は、1年後以上およ

び預けないという答えが8割を超えていることを

踏まえると（Seoetal.2005）、0歳～2歳までの保

育需要はそれほどないとみられる。すなわち、

子どもの面倒をみるために一旦仕事を辞めてし

まった母親は、保育所に子どもを預けず本人が

子どもの面倒をみる傾向があるとも言えるであ

ろう。要するに、最も重要な政策は、その女性

たちが仕事を辞めないで育児ができる環境を作

ることであるといえよう。さらに、1度仕事を辞

めてしまうと再び正規職として働くことが難し

い韓国の労働市場を考慮すると、現在正規職で

働いている母親の離職を防ぐためにも、1歳～3

歳を対象にする保育所を拡充する政策に加え、

職場の保育所を充実させること、あるいは1～3

歳の子どもを持つ正規職の母親に入所を優先す

る政策をとるべきであると考えられる。それに

よりM字型の窪みをなくすことができると考え

られる。

それに加えて、出産前後に育児休業ができる

環境を作ることも必要である。しかしながら、

育児休業をした女性の大半は再び職場に戻るこ

とが厳しい現状に直面しており（Naetal.2003）、

育児休業をした女性の復職を保証することが重

要であると考えられる。

日本には「3歳神話」のように、子どもが2歳ま

では母親が直接育てなければならないという考

え方が残っており（松浦・滋野2005）、3歳未満ま

でを対象にする保育所などを増やすことも重要

であるが、それより現在正規職で働いている女

性の離職を防ぐ方向に政策を実施した方が良い

と考えられる。そのために出産前後に育児休業

ができる環境を作ることも大事であろう。

最後に本研究の課題について述べたい。本研

究はパネルデータを用いながらも、まだ2回目の

データが公開されていないため、クロスセクショ

ン分析に止まっている。また、所得による保育

料の補助を考慮に入れた分析を行うべきである

が、上述したように所得認定額がどういった仕

組みで計算されているかという情報がないため、

本研究では考慮に入れることができなかったこ

とを本研究の限界点として述べておきたい。
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注

1） 詳しい韓国の保育制度については伊（2007）を参

照されたい．

2） 親族による保育やベビーシッターによる保育は，

施設による保育とは保育料が決定される構造が異

なると考えられる．

3） 詳しくは鈴木（2009）を参照されたい．

4） 決まった金額以外に保育所や幼稚園の行事や遠足

などにかかわる費用は保育施設によりまちまちで

ある．ただし，親が支払う合計金額の上限を各地

方自治体が定めている．

5） 世帯所得は収入のみならず，資産や負債，持家有

無，そして車の所有などを総合的に考慮して計算

される所得認定額であり，分析にもこれを考慮し

なければならないのであるが，所得認定額を計算

する仕組みが公開されておらず，かつ分析の容易

のため本分析では考慮に入れていないことを留意

されたい．その代わり，それらの変数をコントロー

ルする．

6） ただし，父親と母親がともに就業をしており，母

親の就業時間が1日7時間以上，月20日以上を働か

なければならない．また，片親で就業をしている

場合も優先される．

7） 韓国では普段使う年齢は数え年である．「女性家

族パネル調査」の子どもの情報も数え年で調査さ

れており，子どもの年齢は数え年になっているこ

とに注意されたい．そして，8歳未満の子どもが2

人以上の場合，生まれた月が早い子どものみを対

象に調査されており，一世帯子ども1人の情報を

基に分析を行う．他の先行研究は長子か末子のど

ちらかを対象としている．

8） 自営業・家族従業者などは，分析対象サンプルの

6％弱を占めているが，賃金が観察されないサン

プルもあり，また観察されたとしても賃金労働者

と賃金体系や賃金構造が異なると考えられるため，

本分析では賃金労働者のみを対象とする．

9） この調査によれば，正規の50％が本人，あるいは

夫の親に子どもを預けている結果を示している．

10）就業している母親が支出する保育費用のサンプル

数が少ないため，一人ひとりの比重が大きいこと

を留意されたい．

11）「調査時点の健康状態はいかがですか？」という

設問から作成したが，5つの選択肢があり真中が

普通であるが，普通を含めそれより良い状態を1

とする変数を構築した．

12）父親の家事時間と保育利用有無および保育料との

内生性を検証するべく，Rivers-Vuongtestを行った

が，両変数は外生であるという帰無仮説が棄却さ

れなかったため，分析に取り入れた．

13）賃金率と保育料の誘導型を推定した結果は付表1

と付表2を参照されたい．

14）多項ロジット推定をする前にIIAの仮定を満たして

いることを確認した．

15）本研究のデータをみると，月150時間未満を就業

している母親の割合は，正規職が5％，非正規が50

％弱で，非正規職が圧倒的に短時間働いているが，

200時間以上をみると，正規職が21％，非正規職

が19％であるように長時間勤務も相当あるため，

フルタイムとパートタイムを時間で分けることは

適切ではないと考えられる．
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注：**…P値＜0.01，*…P値＜0.05，#…P値＜0.10，†…レファレンス変数．
資料：2008年度の「女性家族パネル調査（KLoWF）」より算出．

付表1 賃金の回帰分析モデルにより推定された係数値（ヘックマンの2段階推定）：

就学前の子どもを持つ有配偶女性，2007年

労働参加 賃金率

係数 標準誤差 係数 標準誤差

母親以外の世帯所得 -0.272* （0.069） 0.021 （0.046）

母親の属性

年齢 0.020* （0.009） -0.012 （0.011）

教育年数 0.190* （0.031） 0.203* （0.038）

教育年数二乗

健康状態（健康＝1） 0.328# （0.183）

年齢別子ども有無

1歳～3歳 -0.372* （0.124）

4歳～7歳 -0.197 （0.138）

8歳～13歳 -0.015 （0.080）

14歳～19歳 -0.154 （0.243）

3世代同居（する＝1） 0.749* （0.198）

世帯属性

金融資産 0.047* （0.017）

負債 0.043* （0.017）

居住地

ソウル†

ソウル以外の広域市 -0.298* （0.135） -0.090 （0.137）

京畿道の非広域市 -0.166 （0.171） -0.162 （0.158）

それ以外の非広域市・道 -0.240 （0.313） 0.269 （0.239）

地域背景変数

失業率 -0.011 （0.150） 0.205* （0.109）

定数項 -2.232* （0.861） 7.258* （0.832）

λの推定値 -0.074 （0.199）

R2 0.089

Log-likelihood -723.81

Observation 1,888 281
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注：**…P値＜0.01，*…P値＜0.05，#…P値＜0.10，†…レファレンス変数．
資料：2008年度の「女性家族パネル調査（KLoWF）」より算出．

付表2 保育費用の回帰分析により推定された係数値（ヘックマンの2段階推定）：

就学前の子どもを持つ有配偶女性，2007年

労働参加 賃金率

係数 標準誤差 係数 標準誤差

母親以外の世帯所得 -0.029 （0.021） 0.039* （0.012）

母親の属性

年齢 0.010 （0.010） 0.000 （0.006）

教育年数 0.030 （0.032） 0.072* （0.018）

健康状態（健康＝1） 0.047 （0.156）

父親の家事時間 0.000 （0.001）

年齢別子ども有無

1歳～3歳 -0.595* （0.083） -0.102 （0.169）

4歳～7歳 1.502* （0.095） -0.372 （0.507）

8歳～13歳 0.184# （0.095） -0.165* （0.066）

14歳～19歳 0.311 （0.221） -0.047 （0.085）

3世代同居（する＝1） -0.214 （0.282）

世帯属性

金融資産 0.017 （0.021） 0.018* （0.008）

負債 0.021 （0.013） -0.009 （0.006）

居住地

ソウル†

ソウル以外の広域市 0.032 （0.494） -0.278* （0.091）

京畿道の非広域市 -0.079 （0.296） -0.013 （0.121）

それ以外の非広域市・道 -0.238 （0.491） -0.336* （0.107）

地域背景変数

失業率 -0.163# （0.091） 0.058 （0.047）

保育児童と保育先生の比 -0.041 （0.043）

1級保育先生の数 -0.066 （0.073）

2級保育先生の数 0.042 （0.052）

定数項 0.323 （1.395） 0.745 （0.773）

λの推定値 -0.191 （0.485）

R2 0.314

Log-likelihood -896.47

Observation 1,888


